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世話人会世話人会世話人会世話人会の概要の概要の概要の概要    

    

１１１１    正副座長の選出について正副座長の選出について正副座長の選出について正副座長の選出について    

・青柳世話人が臨時座長となり、指名推選により野川世話人が座長に互選された。 

・野川座長による指名推選により、吉村世話人が副座長に互選された。 

 

２２２２    ５月臨時会の会期と日程（案）５月臨時会の会期と日程（案）５月臨時会の会期と日程（案）５月臨時会の会期と日程（案）についてについてについてについて    

・議事調査課長から、５月臨時会の会期と日程(案)について、資料１により説明がなされ、 

 了承された。 

 

３３３３    会派結成届について会派結成届について会派結成届について会派結成届について 

・議事調査課長から、４月 25 日までに提出された会派結成届について、資料２により、その内容が

報告された。 

 

４４４４    仮議席及び議席の決定について仮議席及び議席の決定について仮議席及び議席の決定について仮議席及び議席の決定について    

・議事調査課長から、「議場議席会派別枠」(案)について、資料３のとおり説明があり、 

了承された。 

 

５５５５    議長選挙及び副議長選挙の方法について議長選挙及び副議長選挙の方法について議長選挙及び副議長選挙の方法について議長選挙及び副議長選挙の方法について    

・議長選挙及び副議長選挙は、これまで同様、単記無記名で実施することが決定された。 

 

６６６６    山形県議会委員会条例の一部改正山形県議会委員会条例の一部改正山形県議会委員会条例の一部改正山形県議会委員会条例の一部改正についてについてについてについて    

・議事調査課長から、議員定数の１名減（44 名から 43 名）により、委員会の委員定数の

変更に係る条例改正の必要がある旨、資料４に基づき説明がなされた。 

・はじめに、座長から、議会運営委員会の委員定数は従来どおり１２名とすることが 

諮られ、了承された。 

・常任委員会の定数について、座長から、８名の定数となっている総務及び厚生環境委 

員会のうち、総務委員会は執行部への出席要求予定者も多く、所管部局も多いことか 

ら８名のままとし、厚生環境委員会の委員定数を１名減らし７名とすることが諮られ、 

了承された。 
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７７７７    特別委員会の設置等について特別委員会の設置等について特別委員会の設置等について特別委員会の設置等について 

・予算特別委員会は、正副議長を除く 41 名で構成し、任期中存置することが決定された。 

・予算特別委員会以外の特別委員会は従来どおり３委員会とし、委員数は、それぞれ９名 

ずつとすることが決定された。 

 

８８８８    予算特別委員会委員席の会派別枠について予算特別委員会委員席の会派別枠について予算特別委員会委員席の会派別枠について予算特別委員会委員席の会派別枠について 

・議事調査課長から、予算特別委員会委員席の会派別枠については、今後協議願いたい

旨説明があり、了承された。 

    

９９９９    議運委員、常任委員、特別委員及び正副委員長の会派割振りについて議運委員、常任委員、特別委員及び正副委員長の会派割振りについて議運委員、常任委員、特別委員及び正副委員長の会派割振りについて議運委員、常任委員、特別委員及び正副委員長の会派割振りについて 

 ・議事調査課長から、議会運営委員会委員、常任委員会委員、特別委員会委員及び各委

員会の正副委員長の会派ごとの割振りの考え方については、従来どおり各会派の所属

議員数に比例して配分することとし、次回提案したい旨説明があり、了承された。 

 

10101010        質問者数及び質問時間の割振りについて（本会議、予算特別委員会）質問者数及び質問時間の割振りについて（本会議、予算特別委員会）質問者数及び質問時間の割振りについて（本会議、予算特別委員会）質問者数及び質問時間の割振りについて（本会議、予算特別委員会） 

 ・代表質問については、従前どおり実施することが決定された。 

① 各定例会において交渉団体である２会派から１名ずつ実施。 

② 質問時間は答弁を含め、自由民主党 80 分以内、県政クラブ 60 分以内。 

③ 質問順番は、自由民主党、県政クラブの順。 

 ・一般質問については、以下について決定したが、各定例会ごとの質問者数及発言順序 

については次回協議することとされた。 

   ① 年間の質問者は 16 名とする。 

   ② 質問時間は、答弁を含め 60 分以内。 

   ③ 年間質問者の会派等への割振りについては、所属議員数に比例して配分する。 

 ・予算特別委員会の質疑については、以下について決定したが、各定例会ごとの質疑者

数及び発言順序については次回協議することとされた。 

   ① 年間の質疑者は 32 名とする。 

   ② 質問時間は、答弁を含め 60 分以内。 

   ③ 年間質疑者の会派等への割振りについては、所属議員数に比例して配分する。 
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11111111    置賜広域病院置賜広域病院置賜広域病院置賜広域病院企業団企業団企業団企業団議会議員の選挙について議会議員の選挙について議会議員の選挙について議会議員の選挙について 

 ・議事調査課長から、本年４月 15 日付けで置賜広域病院企業団議会議長から議員の選出

依頼があった旨報告され、選挙の方法については次回協議することで了承された。 

 

11112222    議会選出監査委員の推薦について議会選出監査委員の推薦について議会選出監査委員の推薦について議会選出監査委員の推薦について 

 ・監査委員として推薦する議員の氏名を５月 13 日(月)までに決定する必要があるため、

被推薦者の決定については、代表世話人会に一任することが決定された。 

 

13131313    議会選出各種委員の推薦について議会選出各種委員の推薦について議会選出各種委員の推薦について議会選出各種委員の推薦について 

 ・議会選出各種委員のうち、充て職を除いた 21 について、会派ごとに割振りする必要

があるが、具体的には次回協議することで了承された。 

 

14141414    本会議及び各委員会の出席要求対象者について本会議及び各委員会の出席要求対象者について本会議及び各委員会の出席要求対象者について本会議及び各委員会の出席要求対象者について 

・議事調査課長から、本会議及び特別委員会を除く各委員会の出席要求対象者について、 

 資料 12 により説明があり、了承された。 

・３特別委員会については、特別委員会の設置目的及び調査審議項目決定後に協議する 

こととされた。 

 

15151515    臨時議長となる議員への依頼について臨時議長となる議員への依頼について臨時議長となる議員への依頼について臨時議長となる議員への依頼について 

 ・議事調査課長から、臨時会冒頭、議長が選挙されるまでの間、出席議員のうち年長議

員が臨時議長となり、そのもとで議長選挙が実施されることとなる旨説明された。 

 ・年長議長である小野幸作議員には、座長からあらかじめ依頼することとされた。 

    

16161616    各会派控室等の割振りについて各会派控室等の割振りについて各会派控室等の割振りについて各会派控室等の割振りについて 

 ・事務局次長から、資料 13 により各会派控室等の割振りについて説明があり、了承 

された。 

 

17171717    その他その他その他その他    

（１）（１）（１）（１）令和令和令和令和２年度政府の施策等に対する提案について２年度政府の施策等に対する提案について２年度政府の施策等に対する提案について２年度政府の施策等に対する提案について 

・企画振興部長から、別添資料「令和２年度 政府の施策等に対する提案について」に 

より報告があった。 

 

 

18181818    次回世話人会開催日時次回世話人会開催日時次回世話人会開催日時次回世話人会開催日時 

・次回は、５月 17 日（金）午前 10 時と決定された。 



世 話 人 会 協 議 事 項 

 

                           令和元年５月７日（火） 

                           午 前 10 時  

 

１ 正副座長の選出について 

 

２ ５月臨時会の会期と日程（案）について 

 

３ 会派結成届について 

 

４ 仮議席及び議席の決定について 

 

５ 議長選挙及び副議長選挙の方法について 

 

 ６ 山形県議会委員会条例の一部改正について 

 

７ 特別委員会の設置等について 

 

８ 予算特別委員会委員席の会派別枠について 

 

９ 議運委員、常任委員、特別委員及び正副委員長の会派割振りについて 

 

10 質問者数及び質問時間の割振りについて（本会議、予算特別委員会） 

 

11 置賜広域病院企業団議会議員の選挙について 

 

12  議会選出監査委員の推薦について 

 

13 議会選出各種委員等の推薦について 

 

14 本会議及び各委員会の出席要求対象者について 

 

15 臨時議長となる議員への依頼について 

 

16 各会派控室等の割振りについて 

 

17 その他 

 

18 次回世話人会開催日時 

   ５月17日（金） 午前10時 
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平成31年4月30日現在

1 自由民主党 相 田 光 照 46 昭48.04.24 1 992-0042 米沢市塩井町塩野2364-9

2 県政クラブ 青 木 彰 榮 65 昭28.12.20 2 992-0774 白鷹町山口4001-5

3 県政クラブ 青 柳 安 展 72 昭22.02.13 3 999-3705 東根市宮崎1-1-5

4 無　所　属 阿 部 ひ と み 58 昭35.12.12 1 999-7776 酒田市新堀字豊森12

5 自由民主党 五 十 嵐 智 洋 64 昭30.01.05 1 993-0051 長井市幸町5-30

6 県政クラブ 石 黒 覚 62 昭31.06.25 3 999-6711 酒田市飛鳥234-2

7 自由民主党 伊 藤 重 成 63 昭31.04.12 6 999-4605 舟形町長沢306

8 自由民主党 楳 津 博 士 57 昭36.10.22 4 990-0501 寒河江市大字宮内78

9 自由民主党 遠 藤 和 典 49 昭45.01.04 1 990-0812 山形市千歳1-13-23

10 自由民主党 遠 藤 寛 明 32 昭61.11.21 1 999-3236 上山市細谷71

11 自由民主党 大 内 理 加 56 昭38.03.22 4 990-0031 山形市十日町2-1-33-801

12 自由民主党 奥 山 誠 治 59 昭34.08.06 4 990-0835 山形市やよい2-3-31

13 自由民主党 小 野 幸 作 77 昭16.12.15 5 991-0003 寒河江市大字西根2078

14 自由民主党 加 賀 正 和 51 昭42.12.28 4 999-4211 尾花沢市大字正厳436-1

15 自由民主党 梶 原 宗 明 61 昭33.02.21 1 998-0801 酒田市北沢字長面13-2

16 自由民主党 金 澤 忠 一 69 昭25.04.16 6 990-2471 山形市羽黒堂83-2

17 県政クラブ 菊 池 大 二 郎 36 昭57.07.09 1 995-0024 村山市楯岡笛田1-15-50

18 公　明　党 菊 池 文 昭 55 昭38.10.29 3 990-0065 山形市双月町250-3

19 県政クラブ 木 村 忠 三 53 昭40.07.14 5 992-0031 米沢市大町1-2-9

20 自由民主党 小 松 伸 也 56 昭37.06.16 3 999-5521 真室川町大字大沢895-1

21 無　所　属 今 野 美 奈 子 59 昭34.06.19 1 997-0816 鶴岡市文園町14-29

22 自由民主党 坂 本 貴 美 雄 71 昭22.09.30 6 996-0111 新庄市大字升形549

23 自由民主党 佐 藤 聡 50 昭43.05.18 2 997-1111 鶴岡市茨新田字千馬合54

24 自由民主党 志 田 英 紀 69 昭25.04.17 7 997-0036 鶴岡市家中新町13-4

25 自由民主党 柴 田 正 人 39 昭54.05.05 2 992-0472 南陽市宮内4650-5

26 自由民主党 渋 間 佳 寿 美 49 昭45.04.02 2 992-0117 米沢市大字川井2362

27 自由民主党 島 津 良 平 65 昭29.01.05 3 992-0351 高畠町大字高畠778-10

28 自由民主党 鈴 木 孝 73 昭21.02.18 4 990-0321 山辺町大字根際342

29  日本共産党山形県議団 関 徹 58 昭35.09.28 2 997-0812 鶴岡市長者町11-26

30 県政クラブ 髙 橋 啓 介 66 昭27.10.12 4 990-2464 山形市高堂1-5-20-3

31 県政クラブ 髙 橋 淳 52 昭42.03.15 1 999-7684 鶴岡市和名川字南田33

32 自由民主党 田 澤 伸 一 69 昭25.01.28 6 999-6601 庄内町狩川字東興野22

33 自由民主党 野 川 政 文 65 昭29.04.13 7 999-3711 東根市中央4-6-25-3

34 県政クラブ 原 田 和 広 46 昭48.04.05 1 990-0062 山形市鈴川町2-3-1

35 自由民主党 舩 山 現 人 65 昭29.01.24 6 999-0214 川西町大字吉田1494

36 自由民主党 星 川 純 一 71 昭22.08.14 6 998-0111 酒田市黒森字草刈谷地78-4

37 県政クラブ 松 田 敏 男 77 昭17.04.04 2 990-1272 大江町大字貫見394-1

38 自由民主党 森 田 廣 69 昭24.11.15 6 998-0833 酒田市若原町12-39

39 自由民主党 森 谷 仙 一 郎 60 昭33.07.01 4 994-0103 天童市大字川原子1640

40 自由民主党 矢 吹 栄 修 44 昭49.08.22 3 994-0032 天童市小路2-4-34

41 無　所　属 山 科 朝 則 52 昭41.08.01 3 996-0033 新庄市下金沢町4-16

42 県政クラブ 吉 村 和 武 46 昭48.02.07 4 990-0024 山形市あさひ町26-29

43  日本共産党山形県議団 渡 辺 ゆ り 子 66 昭27.07.10 4 990-2435 山形市青田2-10-5

山 形 県 議 会 議 員 名 簿（五十音順）

会　　派 氏　　名 年齢 生年月日

当選

回数

自宅住所
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議場 会派別枠・議席表
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記
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議 長
局
長

事 務 局

行政委員会
理 事 者

議場議席会派別枠（平成31年２月定例会）



速
記

演 壇

議 長
局
長

事 務 局

行政委員会
理 事 者

議場議席会派別枠（案）



速
記

演 壇

議 長
局
長

事 務 局

行政委員会
理 事 者

議場 会派別枠・議席表

速
記

演 壇

議 長
局
長

事 務 局

行政委員会
理 事 者

議場議席会派別枠（案）



 

山形県議会委員会条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（常任委員会の名称、委員定数及びその所管） （常任委員会の名称、委員定数及びその所管） 

第２条 常任委員会の名称、委員の定数及び所管

は、次のとおりとする。 

第２条 常任委員会の名称、委員の定数及び所管

は、次のとおりとする。 

 (１) 総務委員会 委員８人 

総務部、企画振興部、防災くらし安心部及

び会計局の分掌に属する事項並びに選挙管理

委員会、人事委員会及び監査委員の所管に属

する事項 

他の常任委員会の所管に属しない事項 

 (１) 総務委員会 委員○人 

総務部、企画振興部、防災くらし安心部及

び会計局の分掌に属する事項並びに選挙管理

委員会、人事委員会及び監査委員の所管に属

する事項 

他の常任委員会の所管に属しない事項 

 (２) 文教公安委員会 委員７人 

教育委員会及び公安委員会の所管に属する

事項 

 (２) 文教公安委員会 委員○人 

教育委員会及び公安委員会の所管に属する

事項 

 (３) 厚生環境委員会 委員８人 

   環境エネルギー部、子育て推進部及び健康福祉

部の分掌に属する事項並びに病院事業局の所管

に属する事項 

 (３) 厚生環境委員会 委員○人 

   環境エネルギー部、子育て推進部及び健康福祉

部の分掌に属する事項並びに病院事業局の所管

に属する事項 

 (４) 農林水産委員会 委員７人 

農林水産部の分掌に属する事項並びに海区

漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会の

所管に属する事項 

 (４) 農林水産委員会 委員○人 

農林水産部の分掌に属する事項並びに海区

漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会の

所管に属する事項 

 (５) 商工労働観光委員会 委員７人 

商工労働部及び観光文化スポーツ部の分掌

に属する事項並びに労働委員会の所管に属す

る事項 

 (５) 商工労働観光委員会 委員○人 

商工労働部及び観光文化スポーツ部の分掌

に属する事項並びに労働委員会の所管に属す

る事項 

 (６) 建設委員会 委員７人 

県土整備部の分掌に属する事項並びに企業

局及び収用委員会の所管に属する事項 

 (６) 建設委員会 委員○人 

県土整備部の分掌に属する事項並びに企業

局及び収用委員会の所管に属する事項 

２ －略－  ２ －略－ 

  

（議会運営委員会の設置、委員の任期） （議会運営委員会の設置、委員の任期） 

第２条の２ 議会に議会運営委員会を置く。 第２条の２ 議会に議会運営委員会を置く。 

２ 議会運営委員会の委員の定数は、１２人とす

る。 

２ 議会運営委員会の委員の定数は、○○人とす

る。 

３ －略－ ３ －略－ 

 



 

 

特別委員会の設置状況について 

（平成３１年２月現在） 

委員会名 調 査 事 件 期  間 定  数 

予   算 
 県予算及び議会において付議した事件の総合的な審査

並びに県財政及び県政課題について調査審議を行う。 

終了議決 

まで 

正副議長を

除く全議員 

４２人 

未来を担う

人材育成対

策 

 少子化の進行や子ども・若者を取り巻く環境が変化す

る中、結婚し、安心して出産・子育てができ、子ども・

若者が健やかに成長できる環境を整備することにより、

本県の未来を担う多様な人材を育成することを目的とし

て、次の項目について調査審議する。 

 (1) 学校や地域における教育力の向上及び子ども・若 

   者の育成に関すること 

 (2) 結婚・出産・子育て支援に関すること 

 (3) 若者の県内定着・回帰の促進及び若者が活躍でき 

   る環境の整備に関すること 

 (4) 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会 

   等を見据えた人材育成に関すること  

終了議決 

まで 
９人 

県 土 強 靭

化・安全安心

対策 

頻発する自然災害や多様化する犯罪、北朝鮮からと見

られる木造船等の相次ぐ漂流・漂着など、県民生活を脅

かす事態が続発する中、危機管理及び防犯対策の強化を

図るとともに、県土強靭化を推進することにより、安全

で安心な県民生活を実現することを目的として、次の項

目について調査審議する。 

(1) 北朝鮮情勢への対応をはじめとする危機管理対 

  策に関すること 

(2) 災害等に備えた県土強靭化対策に関すること 

(3) 交通ネットワークの整備に関すること 

(4) 県民の生命を守る地域医療の在り方に関すること 

終了議決 

まで 
９人 

産業振興対

策・働き方改

革 

 少子高齢化を伴う人口減少や経済のグローバル化が進

展する中、東京2020オリンピック・パラリンピック競技

大会等の開催も契機とし、広報の積極的な活用にも配慮

しながら、本県産業の振興を図るとともに、魅力的な働

きやすい職場づくりを推進することにより、本県経済が

持続的に発展することを目的として、次の項目について

調査審議する。 

 (1) 商工業及び農林水産業をはじめとする産業振興に 

   関すること 

 (2) 交流人口拡大に向けた観光振興に関すること 

 (3) 働き方改革に関すること 

 (4) 県民所得の向上に関すること  

終了議決 

まで 
10人 

※３特別委員会は、慣例により正副議長、監査委員(２人)、議運委員(12人)を除く議員で構成される。 



特別委員会設置状況（予算・決算特別委員会を除く） 

 

（平成１９年５月２１日～） 

１９ 

 

19.5.21 

行財政改革・危機管理

対策 

19.5.21 

景気・雇用対策 

19.5.21 

少子・高齢化対策 

 

２０     

２１     

２２  

 

 

23.4.29 

 

 

 

23.4.29 

 

 

 

23.4.29 

 22.3.18 

 山形県議会定数等検討 

 22.9.21 

２３ 23.5.23 

行財政改革・危機管理

対策 

24.3.15 

23.5.23 

景気・雇用対策 

 

24.3.15 

23.5.23 

少子・高齢化対策 

 

24.3.15 

23.5.23 

東日本大震災対策 

 

24.3.15 

２４ 24.3.16 

エネルギー・危機管理

対策 

25.3.18 

24.3.16 

産業振興・雇用創出対

策 

25.3.18 

24.3.16 

人口減少社会対策 

 

25.3.18 

 

２５ 25.3.19 

再生可能エネルギー

政策 

26.3.18 

25.3.19 

中小企業振興対策 

 

26.3.18 

25.3.19 

子ども・若者政策 

 

26.3.18 

25.3.19 

山形県議会定数等検討 

 

26.3.18 

２６ 26.3.19 

再生可能エネルギー

導入促進対策 

27.3.16 

26.3.19 

中小企業経営力強

化・人材育成対策 

27.3.16 

26.3.19 

子ども育成・若者支援

対策 

27.3.16 

 

２７ 27.5.20 

安全・安心な暮らし 

対策 

28.3.16 

27.5.20 

産業振興対策 

 

28.3.16 

27.5.20 

人材育成対策 

 

28.3.16 

 

27.9.30 

山形県議会定数等検討 

２８ 28.3.17 

安全・安心対策 

 

29.3.16 

28.3.17 

産業振興対策 

 

29.3.16 

28.3.17 

子ども支援対策 

 

29.3.16 

  

 

 

 29.3.15 

２９ 29.3.17 

県土強靭化・危機管理 

対策 

30.3.15 

29.3.17 

産業振興・雇用対策 

 

30.3.15 

29.3.17 

子ども・若者支援対策 

 

30.3.15 

 

３０ 30.3.16 

県土強靭化・安全安心

対策 

31.3.13 

30.3.16 

産業振興対策・働き方

改革 

31.3.13 

30.3.16 

未来を担う人材育成

対策 

31.3.13 

 

 



質疑委員

　　　　

　 　

　　　 　

予算特別委員会委員席の会派別枠（平成31年２月定例会）

(

財

政

課

長

( 労

働

委

員

会

事

務

局

長

( 人

事

委

員

会

事

務

局

長

( 代
表
監
査
委
員

(

会

計

管

理

者

地
　
主

石
　
川

永
　
澤

武
　
田

平
　
山

武
　
田

駒
　
林

商
工
労
働
部
長

( 観

光

文

化

ス

ポ

ー

ツ

部

長

( 農
林
水
産
部
長

(

角
　
湯

(

警

察

本

部

長

(

教

育

長

( 病
院
事
業
管
理
者

松
　
田

) ) ) ) ) ) ) ) )
県
土
整
備
部
長

(

( 健
康
福
祉
部
長

一
　
瀬

廣
　
瀬

大
　
澤

髙
　
橋

大
　
森

中
　
山

太
　
田

佐
　
藤

( 環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー

部

長

(

危

機

管

理

監

( 子
育
て
推
進
部
長

石
　
山

)

(

企

業

管

理

者

(

総

務

部

長
( 企

画
振
興
部
長 )

知　事 副知事
答弁者

委員長

玉
　
木

議
会
事
務
局
職
員

) ) ) ) ) ) ) )

 

議事調査課長

藤
能 佐 渋 柴 青

登 （聡） 間 田 柳

記
者
席

加 島 小 矢

賀 津 松 吹

金 奥 楳 大 鈴 森

澤 山 津 内 （孝） 谷
木

　
星 坂 森 田 舩 伊

川 本 田 澤 山 藤

　
後 今 鈴 野 佐 阿

　

平 木 藤
藤 井 （正） 川 （藤） （信）

部

傍　　聴　　席

木

村

石

黒

菊

池

松

田

山

科

青

木

吉

村

阿
部

広

谷

髙

橋（昇）

関

渡

辺

佐
藤

（昇）

（日
本
共
産
党
山
形
県
議
団
）

（無所属）

（無所属）

（公
明
党
）

（自由民主党） （県政クラブ)



会 派 名 自　民 県  政 共　産 公　明 無所属 計

委    員    会 定　数 28 10 2 1 2 43 正 副

 議　　      運 12 9 3 12 自民 県政

総　　　　　  務 8 6 2 8 自民 自民

文  教  公  安 7 5 2 7 自民 自民

厚　生　環　境 8 5 2 1 8 自民 自民

農  林  水  産 7 4 1 1 6 県政 自民
（欠員１）

商工労働観光 7 4 1 1 1 7 自民 自民

建            設 7 4 2 1 7 自民 自民

常任委員会計 44 28 10 2 1 2 43
（欠員１）

予          算 42 26 10 2 1 2 41 自民 県政
（欠員１）

9 5 2 1 1 9 県政 自民

9 5 3 1 9 県政 自民

10 5 2 1 1 9 自民 県政
（欠員１）

特別委員会計 28 15 7 2 1 2 27
（欠員１）

　〔備考〕

　自 民：自由民主党

　県 政：県政クラブ

　共 産：日本共産党山形県議団

　公 明：公明党

自　 民 8 8

県   政 3 3

各 委 員 会 人 数 割 振 表（平成31年２月定例会）

委  員  長

未 来 を 担 う
人 材 育 成 対 策

県 土 強 靱 化 ・
安 全 安 心 対 策

産業振興対策・
働 き 方 改 革



　

定例会 質問者数割振表（代表：自民80分、県政60分　一般：60分） （人） 一般質問 会派別発言順序

代表 一般 代表 一般 代表 一般 代表 一般 代表 一般 第 １ 日 第 ２ 日

自由民主党 　自民：自由民主党

［２８名］
県政クラブ
［１０名］

日本共産党山形県議団

［  ２名］
公明党

［　１名］
無所属

［　２名］
合　　　計
［４３名］

予算特別委員会 質疑者数割振表（60分） （人） 予算特別委員会 会派別発言順序

第 １ 日 第 ２ 日 第 ３ 日

自由民主党
［２８名］
県政クラブ

［１０名］
日本共産党山形県議団

［  ２名］
公明党

［　１名］
無所属

［　２名］
合　　　計
［４３名］

　共産：日本共産党山形県議団

1

32

6

－

質　　疑　　順　　序

2 41 4 10

　公明：公明党

1 2 1 ６月

1 1 4

質問者数
質　問　順　序

4 　　自民、県政、
　　共産、自民

－

　県政：県政クラブ

定 例 会 質 問・質 疑 者 数 割 振 表 　（平成３０年度）

区　　　分
２月９月 １２月 合　計

定例会
６月

1 1

1 1 1 1

0

－

2 6

自民、県政、自民

4

９月 3

自民、県政、自民

区　　　分 ２月９月 １２月

自民、県政、自民
1 1

２月 6

1

自民、無所属、自民

2 3

合　計

8 16
自民、公明、自民

自民、無所属、自民

定例会 質疑者数

６月

12月 8 自民、県政、自民 自民、公明、自民

8 自民、県政、自民

自民、共産、自民

県政、自民

2 1 7

8 自民、県政、自民
55

２月

自民、県政、自民

2
県政、自民

1

自民、自民

９月 8

2

６月

42

県政、自民
5 21

312月

8 32

1

8

1

8

2

1

1

1

8

1

2

 



置賜広域病院企業団議会議員の選挙について 

任 期 置 賜 広 域 病 院 企 業 団 議 会 議 員 氏 名  

H７.12.25～ 

H９.11.30 

神 谷   弘 

（自由民主党） 

土 田 広 志 

（県政クラブ） 

井 上 俊 一 

（社会民主党） 

H９.12.１～ 

H11.４.29 

平   弘 造 

（自由民主党） 

菅 井 源三郎 

（自由民主党） 

竹 田 重 栄 

（県政クラブ） 

H11.５.21～ 

H13.３.18 

鈴 木 正 法 

（自由民主党） 

佐 貝 全 健 

（自由民主党） 

伊 藤   孜 

（社会民主党） 

H13.３.19～ 

H15.４.29 

舩 山 現 人 

（自由民主党） 

松 野 久 八 

（自由民主党） 

寒河江 政 好 

（県政クラブ） 

H14.６.12 辞職 

太 田 忠 藏 

（県政クラブ） 

H14.６.13 ～ 

H15.５.20～ 

H17.３.17 

寒河江   信 

（自由民主党） 

後 藤   源 

（自由民主党） 

木 村 忠 三 

（山形 21 世紀の会） 

H17.３.18～ 

H19.４.29 

小 池 克 敏 

（自由民主党） 

中 川   勝 

（自由民主党） 

木 村 忠 三 

（山形 21 世紀の会） 

H19.５.22～ 

H21.３.17 

舩 山 現 人 

（自由民主党） 

佐 貝 全 健 

（自由民主党） 

木 村 忠 三 

（県政・公明クラブ） 

H21.３.18～ 

H23.４.29 

竹 田 千惠子 

（自由民主党） 

後 藤   源 

（自由民主党） 

木 村 忠 三 

（県政・公明クラブ） 

H23.５.25～  

H25.３.18 

島 津 良 平 

（自由民主党） 

小 池 克 敏 

（自由民主党） 

中 川   勝 

（自由民主党） 

H25.３.19～ 

H27.４.29 

舩 山 現 人 

（自由民主党） 

佐 貝 全 健 

（自由民主党） 

木 村 忠 三 

（県政クラブ） 

H27.５.21～  

H29.３.16 

舩 山 現 人 

（自由民主党） 

平   弘 造 

（自由民主党） 

青 木 彰 榮 

（県政クラブ） 

H29.３.17～ 

H31.４.29 

柴 田 正 人 

（自由民主党） 

渋 間 佳寿美 

（自由民主党） 

青 木 彰 榮 

（県政クラブ） 

R１.５. ～ 
   

 

※選挙の方法・・・・すべて指名推選 

※会派は、置賜広域病院企業団議会議員に就任した当時の所属会派 



議会選出監査委員の推薦について 

 

任   期 監 査 委 員 氏 名 

 H７.５.19～ 

H９.６.25  
松 野 久 八 （自 民） 関 口   修 （県政ク） 

 H９.６.26～ 

H11.４.29  
神 谷   弘 （自 民） 

田 辺 省 二 （社 民） 

（～H10.5.25） 

三 沢 英 一 （社 民） 

（H10.6.8～） 

 H11.５.21～ 

H13.３.19  
竹 田 重 栄 （自 民） 太 田 忠 藏 （県政ク） 

 H13.３.20～ 

H15.４.29  
阿 部 信 矢 （自 民） 井 上 俊 一 （社 民） 

 H15.５.20～ 

H17.３.18  
鈴 木 正 法 （自 民） 広谷五郎左エ門（21世紀の会） 

 H17.３.19～ 

H19.４.29  
佐 藤 藤 彌 （自 民） 田 辺 省 二（21世紀の会） 

 H19.５.22～ 

H21.３.18  
田 澤 伸 一 （自 民） 吉 田  明 （県民ク） 

 H21.３.19～ 

H23.４.29  
野 川 政 文 （自 民） 

寒河江 政 好（県政・公明ク）

（H21.9.15～公明） 

 H23.５.24～ 

H25.３.19  
舩 山 現 人 （自 民） 広谷五郎左エ門（県政ク） 

 H25.３.20～ 

H27.４.29  
児 玉   太 （自 民） 坂 本 貴美雄 （自 民） 

 H27.５.21～ 

H29.３.17  
森 田   廣 （自 民） 広谷五郎左エ門（県政ク） 

 H29.３.18～ 

H31.４.29  
鈴 木   孝 （自 民） 伊 藤 重 成  （自 民） 

 R１.５. ～ 

 
  

 



本会議及び各委員会出席要求対象一覧（案） 

平成３１年４月 

※    は新設、  は廃止 

会 議 名 関 係 部 局 出 席 要 求 職 名 

本 会 議 

知 事 部 局 

企 業 局 

病 院 事 業 局 

教 育 委 員 会 

公 安 委 員 会 

監 査 委 員 

人 事 委 員 会 

労 働 委 員 会 

知事、副知事、各部長、危機管理監、会計管理者、財政課長 

企業管理者 

病院事業管理者 

教育長 

委員長、警察本部長 

代表監査委員 

委員長、事務局長 

事務局長 

総 務 常 任 委 員 会 

総 務 部 

企 画 振 興 部 

防災くらし安心部 

危機管理・くらし安心局 

会 計 局 

議 会 事 務 局 

監 査 委 員 

人 事 委 員 会 

総務部長、次長、改革推進監、関係課長、関係主幹 

企画振興部長、調整監、次長、関係課長、関係室長、関係主幹 

防災くらし安心部長、危機管理監、次長、関係課長、関係室長、 

関係主幹 

会計管理者、次長、関係課長、関係主幹 

次長 

事務局長、関係課長 

事務局長、関係課長、関係主幹 

文 教 公 安 常 任 委 員 会 

教 育 委 員 会 

公 安 委 員 会 

 

教育長、教育次長、関係課長、関係室長、関係主幹 

警察本部長、各部長、関係理事官、関係参事官、関係参事、 

関係課長 

厚 生 環 境 常 任 委 員 会 

環境エネルギー部 

子 育 て 推 進 部 

健 康 福 祉 部 

 

病 院 事 業 局 

環境エネルギー部長、次長、関係課長、関係主幹 

子育て推進部長、女性活躍推進監、次長、関係課長 

健康福祉部長、医療統括監、次長、関係課長、関係室長、 

関係主幹 

病院事業管理者、病院事業局長、関係課長、関係主幹 

農 林 水 産 常 任 委 員 会 農 林 水 産 部 
農林水産部長、次長、技術戦略監、森林ノミクス推進監、参事 

関係課長、関係室長、関係主幹 

商工労働観光常任委員会 

商 工 労 働 部 

観光文化スポーツ部 

労 働 委 員 会 

商工労働部長、次長、関係課長、関係室長、関係主幹 

観光文化スポーツ部長、次長、関係課長、関係室長 

事務局長、関係課長 

建 設 常 任 委 員 会 

県 土 整 備 部 

 

企 業 局 

県土整備部長、次長、整備推進監、参事、関係課長、 

関係室長、関係主幹 

企業管理者、企業局長、参事、関係課長、関係主幹 

 



会 議 名 関 係 部 局 出 席 要 求 職 名 

議 会 運 営 委 員 会 知 事 部 局 総務部長、総務部次長、財政課長 

予 算 特 別 委 員 会 

知 事 部 局 

企 業 局 

病 院 事 業 局 

教 育 委 員 会 

公 安 委 員 会 

監 査 委 員 

人 事 委 員 会 

労 働 委 員 会 

知事、副知事、各部長、危機管理監、会計管理者、財政課長 

企業管理者 

病院事業管理者 

教育長 

警察本部長 

代表監査委員 

事務局長 

事務局長 

決 算 特 別 委 員 会 

知 事 部 局 

企 業 局 

病 院 事 業 局 

教 育 委 員 会 

公 安 委 員 会 

監 査 委 員 

人 事 委 員 会 

労 働 委 員 会 

知事、副知事、各部長、危機管理監、会計管理者、財政課長 

企業管理者 

病院事業管理者 

教育長 

警察本部長 

監査委員 

事務局長 

事務局長 

決算特別委員会分科会  各常任委員会に同じ 

 



≪　　北棟３階　　≫≪　　北棟３階　　≫≪　　北棟３階　　≫≪　　北棟３階　　≫

階 段 階 段

≪　　北棟４階　　≫≪　　北棟４階　　≫≪　　北棟４階　　≫≪　　北棟４階　　≫

県政クラブ執務室

階 段 階 段

女性

議員

更衣室

男子WC

自　　由　　民　　主　　党　　執　　務　　室　　 女子WC

機 械 室 機 械 室

応接室

面談室

自由民主党会議室 自由民主党大会議室

エレベーター エレベーター

受

付

南

棟

↓

南

棟

↓

男子WC

会議室 第三会議室

無所属

執務室

公明党

執務室

無所属

執務室

無所属

執務室 女子WC

機 械 室 機 械 室

日本共産党

山形県議団

執務室

受

付

第一会議室

県政クラブ

会　　議　　室

応接室

面談室

エレベーター エレベーター

令和元年５月以降の議員執務室等配置図令和元年５月以降の議員執務室等配置図令和元年５月以降の議員執務室等配置図令和元年５月以降の議員執務室等配置図 （案）（案）（案）（案）

※網掛け部分が変更になります



議　員

休憩室

倉

庫

湯

沸

室

自由民主党控室

第１会議室

倉

庫

記

者

席

議　　　　場

湯沸室

県政クラブ控室第2会議室

ＥＬＶ

知事控室

男子ＷＣ

公明党

控室

←

北

棟

(

３

Ｆ

)

←

北

棟

(

３

Ｆ

)

通 路　→　県庁舎

ロ ビ ー

男子ＷＣ

令和元年５月以降の議員控室等の配置図 （案）令和元年５月以降の議員控室等の配置図 （案）令和元年５月以降の議員控室等の配置図 （案）令和元年５月以降の議員控室等の配置図 （案）

倉庫

日本共産党

控　　　　室

執行部控室第3会議室

女子ＷＣ

≪　　南棟２階　　≫

第4会議室無所属控室

記者室

※ 変 更 な し



「令和２年度 政府の施策等に対する提案」について 

令和元年５月７日 

企 画 振 興 部 
 
１ 概要 

今年度の政府に対する提案活動は、令和２年度の予算編成を見据え、  

政府が施策として進めていくべき事項について、県内の取組み等も踏まえ

ながら県の総意として取りまとめ、提案を実施。 
 
２ 策定主体 

山形県開発推進協議会 
（山形県、県議会、市町村、市町村議会、産業経済団体等で構成） 

 
３ 推進日程 

日 時 会  議  等 内    容 

５月７日（火） 世話人会 
「令和２年度政府の施策等に対する提案」の 

推進日程及び提案書(原案)概要の説明 

５月７日（火） 県議会への意見照会 
県議会への文書による意見照会 

〔回答期限：５月 29 日（水）〕 

５月下旬 
国会議員への個別説明 

・意見集約 

県関係国会議員へ提案書(案)の内容説明 

・意見交換 

６月上旬 
山形県開発推進協議会 

役員による書面手続き 

「令和２年度政府の施策等に対する提案」の

決定 

６月 10 日（月） 政府に対する提案活動 
知事と議長による主要な府省大臣・副大臣・

大臣政務官への提案活動を実施 
 
４ 提案書(原案)の構成等 

(１) 構成 

やまがた創生を推進するため、短期アクションプランをベースに構成。 
 
(２) 提案項目 

平成 31 年度政府予算への反映状況や市町村からの意見等を踏まえ、

令和２年度の提案項目を設定。 
 

項 目 数 令和２年度提案 平成31年度提案 

新規項目（新規＋一部新規） ４９ ５８ 

 新規（新たに提案する項目） １５ ２２ 

 一部新規（提案内容を追加・見直す項目） ３４ ３６ 

継続項目 ４４ ４１ 

合 計 ９３ ９９  



やまがた創生の拡大・加速　～「自然と文明が調和した新理想郷山形」を目指して～

１　出会い・結婚・出産・子育ての希望の実現
○ 総合的な少子化対策の推進　【一部新規】 内閣府

　・地域少子化対策重点交付金の確保・柔軟な運用 国交省

　・結婚新生活支援事業の年齢要件・所得要件の緩和と補助率の復元 （新規）

　・三世代同居・近居の希望を実現する住宅改修等への支援継続と優遇税制の拡充

○ 非正規雇用の処遇改善及び労働者の所得向上に向けた総合的な取組みの推進 厚労省

　・中小企業における正社員化等を推進するためのキャリアアップ助成金の拡充

　・人口の都市部集中の大きな要因である賃金の地域間格差の是正に向けて、ランク制度を廃止し、全国一律の適用

○ 子育て世代の経済的負担の軽減　【一部新規】 内閣府

　・全国一律の子ども医療費助成制度の創設及び国民健康保険の国庫負担減額措置廃止 文科省

　・特定不妊治療費助成事業の拡充（特に第2子以降の助成回数上限の緩和）、人工授精や不育症治療、がん患者の治療前 厚労省

　　精子・卵子の保存など妊よう性温存治療に係る助成制度創設 （新規）

　・児童館に係る幼児教育・保育の無償化 （新規）

　・放課後児童クラブについて、多子世帯や所得に応じた利用料軽減措置の創設

　・多子世帯の高校・大学等の教育費について、所得制限がない負担軽減措置の創設

○ 特に支援を必要とする子どもや家庭等への支援の充実・強化　【新規】 内閣府

　・ひとり親家庭の親に対する高等職業訓練促進給付金の増額 厚労省

　・政府による子どもの貧困の実態に係る全国調査の実施

　・地域子供の未来応援交付金の交付要件の緩和

　・児童虐待の増加・困難化に対応するための児童福祉司の人材育成への支援

　・「都道府県社会的養育推進計画」による取組みに対する財政支援の充実

○ 保育の充実と保育士の処遇改善に向けた子ども・子育て支援新制度における施策等の拡充　【一部新規】 内閣府

　・保育士等の確保に向けた給与水準の引上げ、保育士の配置基準の改善 厚労省

　・保育士の処遇改善の要件となる研修に係る受講時間数等の緩和

　・建築経費の高騰に対応するための保育所等整備交付金の基準額引上げ （新規）

　・医療的ケア児や障がい児等の受入実態に見合った必要な看護師・保育士の配置への財政支援

　・少子化が進む地域で保育施設等の統廃合を円滑に進めるための既存施設の解体経費等への支援

２　子どもの多様な力を引き出す教育の推進
○ 地方大学の機能強化等 内閣官房

　・学生の東京一極集中の是正に向け、地方大学の定員増や首都圏の大学の地方移転の促進 文科省

　・地方における若者の地元定着の拠点となる地方国立大学に係る運営費交付金の拡充

○ 留学生のさらなる受入れ拡大に向けた施策の推進　【新規】 文科省

　・国費外国人留学生の募集枠拡大などによる経済的支援制度の充実

　・留学生の定員管理の弾力的運用や国費外国人留学生の地方大学への重点配置

　・留学生借り上げ宿舎支援事業の拡充などによる住居確保策の充実

　・進学を希望する外国人に日本語教育を行う別科の運営への支援などによる日本語教育の充実

　・地元に就職を希望する留学生に対する奨学金への財政支援等

○ 私立専修学校に対する国庫補助制度の充実　【一部新規】 文科省

　・高等課程を設置する専修学校（高等専修学校）の経常費に対する、高等学校と同様の国庫補助制度の創設

　・高等専修学校について、私立高等学校と同様の授業料無償化の確実な実施 （新規）

○ 学習環境改善のための支援の充実 文科省

　・中学校３年生までの３５人以下学級の早期実現

　・特別支援学級における学級編成基準の引下げ及び特別支援教育に係る教職員定数の拡充

○ 学校における働き方改革の推進のための支援の充実　【一部新規】 文科省

　・部活動指導員など専門スタッフの配置のための財政支援の拡充

　・大学入学者選抜の調査書電子化に係る対応への支援等 （新規）

３　若者や女性が活躍できる環境づくりの推進
○ 女性活躍による経済活性化のための総合的な施策展開　【一部新規】 内閣府

　・企業や地域における女性登用に関する実効性ある施策の推進 厚労省

　・女性の就業率を男性と同程度まで上昇させ、仕事と子育て・介護との両立支援や男女の賃金格差の是正に向けた施策展開 （新規）

　・地方の大宗を占める中小企業における女性の就労継続と正社員化、管理職への登用、同一労働・同一賃金の実現  （新規）

　・全てのハローワークへのマザーズコーナー（託児併設）の設置

　・女性のDV被害者保護及び学校等におけるDV予防教育の強化、セクハラの根絶に向けた取組みの強化等 （新規）

　・地域女性活躍推進交付金の確保・柔軟な運用 （新規）

４　文化・芸術・スポーツの振興
○ 特色ある文化資源を活かした地方創生の推進　【一部新規】 文科省

　・オーケストラや美術館、文化財など優れた文化資源を活かした交流人口拡大に向けた取組みへの支援の充実

　・地域文化の海外発信による交流人口拡大を図るため、プロだけでなくアマチュア団体による海外公演等への支援制度の拡充 （新規）

　・文化財の確実な保存継承と観光・まちづくり等への活用を図るため、所有者等による保存修理等を支援する財源の十分な確保

　・日本遺産の認定地域への支援制度の拡充 （新規）

「令和２年度 政府の施策等に対する提案」 重要項目（案）一覧（４８項目）

Ⅰ　郷土愛を育み未来を築く子育て支援・多彩に活躍する人づくり

◆提案項目総数： ９３ （新規：１５ 一部新規：３４ 継続：４４）

－1 －



１　安心して健康で長生きできる社会の実現
○ 医師偏在の是正や自治体病院への経営支援強化等　【一部新規】 総務省

　・医師の少ない地域における医師確保・定着に向けた実効性ある対策の実施 厚労省

　・医療従事者の確保に向けた地域医療介護総合確保基金等の予算の重点配分

　・自治体病院の実態に即した運営費等や施設・設備の整備費に係る地方財政措置の更なる拡充

　・消費税率引上げに伴い医療機関に消費税相当額に係る持ち出しが生じないよう診療報酬上の適切な措置の実施 （新規）

２　高齢者もその家族も安心して暮らせる社会の実現
○ 高齢者もその家族も安心して暮らせる社会の実現　【一部新規】 厚労省

　・介護人材確保のための介護職員の各種資格取得支援及び処遇改善

　・介護サービス利用者の安全確保のための送迎輸送の外部委託化等の促進 （新規）

　・介護離職ゼロに向けて、企業への介護休業制度の周知普及等

３　危機管理機能の充実強化
○ 緊急防災・減災事業の継続　【新規】 総務省

　・防災拠点施設・避難所の耐震化、防災行政無線の整備等を着実に推進するための緊急防災・減災事業の継続

○ 日本海沿岸部における北朝鮮からの漂流・漂着船等への対応強化 内閣府

　・外国漁船の漂流・漂着等を未然に防ぐとともに、日本の漁船など船舶の海上での事故を防止するための関係機関が連携し 法務省

　た海上・沿岸警備の強化 厚労省

　・大和堆水域をはじめとする日本の排他的経済水域における違法操業の取締りの強化 農水省

国交省

○ 海岸漂着物対策に対する財政支援の充実 環境省

　・漂着木造船等の回収処理に係る支援制度の維持及び必要な予算の確保

１　県内企業の技術革新（イノベーション）による新たな価値創出の加速
○ 有機エレクトロニクス分野において世界を牽引する拠点形成を目指す取組みへの支援の充実 文科省

　・新たな産業創出のための中核企業と地域企業との連携体制の構築、技術・研究開発から事業化に至る一連の取組みに対する支援 経産省

　・山形大学による世界最先端の研究開発や事業化の取組みに対する支援

○ 世界最先端のバイオ技術を核とした新産業の創出など地方創生の取組みに対する支援の充実強化 内閣官房

　・先端的なバイオ研究・開発を支える慶應先端研の研究基盤の強化に向けた支援充実 内閣府

　・研究成果の地域への波及とバイオ関連産業の創出・集積の促進を加速するため、ベンチャー企業等による先端技術の事業化の促進に対す 文科省
　る支援、地域の産学官金連携による地域企業支援の取組みや、研究者等の確保に資するまちづくり・環境整備等への柔軟な支援 経産省

　・政府関係機関の地方移転として設置された国立がん研究センターとの連携研究拠点の整備・運営に係る政府による支援の継続

２　中小企業等の稼ぐ力の維持・強化
○ 地域中小企業に対する支援の充実・強化　【一部新規】 経産省

　・設備投資など稼ぐ力の維持強化のための「ものづくり補助金」及び「持続化補助金」の継続・拡充

　・中小企業が開発した製品やサービスの販路拡大支援制度の創設

　・人手不足への対応や生産性向上に大きな効果が期待される、IoTやAI、ロボット導入に対する支援の充実・強化

　・商工業と農業を併せて行う企業の資金調達円滑化のための信用保険制度の拡充 （新規）

３　県産品の販路拡大
○ 伝統的工芸品産業をはじめとする地場産業における販路拡大及び人材確保のための支援強化 【一部新規】 内閣府

　・県産品の国内外への販路拡大に向けた支援の継続・拡充 （新規) 経産省

　・伝統的技術、技法を継承する新たな担い手の確保・育成に対する支援強化

４　産業人材の確保・育成と働き方改革の推進
○ 非正規雇用の処遇改善及び労働者の所得向上に向けた総合的な取組みの推進（再掲）
○ 外国人材の受入れ拡大に向けた総合的な取組みの推進　【新規】 法務省

　・地方の中小企業等による日本語教育や能力開発などの外国人材の確保及び地方定着を図る取組みへの支援

　・特定技能外国人が大都市圏など特定の地域へ集中しないよう、中小企業等の受入れ環境整備への直接支援など実効性の

　のある措置の実施

　・外国人相談窓口体制の充実に向けた財源の確保

○ 地域建設業における担い手の確保　【一部新規】 農水省

　・担い手確保に向けた全国一律の公共工事設計労務単価と隣県及び首都圏との格差是正 国交省

　・コンクリートのプレキャスト製品の活用推進 （新規）

　・産技短土木エンジニアリング学科卒業生に係る測量士補の登録要件の見直し

○ 伝統的工芸品産業をはじめとする地場産業における販路拡大及び人材確保のための支援強化（再掲）

１　多様な人材が活躍できる農業経営の実現
○ 明日の農林業を担う高度な人材育成のための専門職大学の設置に向けた支援の充実　【新規】 文科省

　・農林大学校での教員経験等を教員として必要な実務経験の対象に含めるなど設置基準の弾力的運用 農水省

　・専門職大学の設置に係る施設整備や運営に関する財政支援制度の創設

　・専門職大学在学４年間における技術等の習得のための研修支援制度の拡充

　・専門職大学卒業生の円滑な就農・林業就業及び農業法人等における受入れ態勢充実を図るため、優先採択枠の設定など

　機械・施設設備の導入への支援制度の充実

２　水田農業の収益性の向上
○ 稲作経営の安定化に向けた対策の充実等　【一部新規】 農水省

　・水田活用の直接支払交付金制度の恒久化・交付水準の維持及び地域の裁量で活用可能な産地交付金の充実

　・優良種子の安定生産･供給に対する交付税措置の継続及び優良種苗の国外流出や特定の事業者による独占による弊害

　防止施策の確実な実施

　・水稲共済に係る作況指数の大幅な変動時の特例措置の制度化及び認定要件の緩和 （新規）

Ⅱ　いのちと暮らしを守る安全安心な社会の構築

Ⅲ　新たな価値の創造・拡大・発信による活力ある産業の集積

Ⅳ　地域の豊かさを支え、高いブランド力で国内外に展開する農林水産業
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○ 水田農業の競争力強化に不可欠な農地整備事業の要件緩和と農業農村整備関係予算の安定確保　【一部新規】 農水省

 ・農地集積・集約化を加速するための農地中間管理機構関連農地整備事業の対象農地にかかる採択要件の緩和 (新規)

　・担い手への農地集約化を加速するための農地耕作条件改善事業の実施主体拡充等 (新規)

　・ＴＰＰ等関連農業農村整備対策の継続及び当初予算での農業農村整備事業予算の確保

３　県産農林水産物の魅力の向上と販売促進
○ 日本農業遺産等の認知度向上を図る取組みの強化　【新規】 農水省

　・日本農業遺産、世界かんがい施設遺産、SAVOR JAPAN（農泊 食文化海外発信地域）等の認定・登録を契機とした地域

　振興促進のための認知度向上に向けた情報発信の強化

　・認定・登録を受けた地域が取り組む環境整備事業等に対する財政支援制度の拡充

４　「やまがた森林ノミクス」の推進
○ 森林(モリ)ノミクスの推進による地域活性化　【一部新規】 農水省

　・TPP等を踏まえた生産性向上に向けた間伐・路網整備、高性能林業機械の導入、木材加工流通施設の整備に対する十分

　かつ安定的な財源の確保 （新規）

　・持続的な林業経営の実現等に向けた再造林及び保育の支援強化や苗木増産体制の整備等

　・建設費の一定割合以上の国産材の利用を促進する法制度や木造化・木質化に対する支援制度の創設、「林工連携」による

　技術開発・製品開発への支援制度の創設

　・木造建築の設計・建築分野の技術者育成に対する支援の充実 （新規）

　・林業経営をマネジメントできる人材を認定する新たな国家資格制度の創設

１　インバウンド推進による交流人口の拡大

○ 地方におけるインバウンドの推進　【一部新規】 国交省

　・風評被害を払拭し、東北地方へのインバウンドを推進するための「東北観光復興対策交付金」の継続

　・国際観光旅客税を自由度が高く創意工夫の活かせる交付金等による地方への配分 （新規）

１　再生可能エネルギーの導入促進と省エネルギーの推進
○ 系統制約の克服に向けた対策の推進　【一部新規】 経産省

　・既存系統を最大限活用する柔軟な系統運用の早期実現

　・長期間進展が見られない案件のFIT事業計画認定を取り消しする仕組み等の構築

　・民間事業者による送電線整備に係る負担軽減又は国による系統増強の実施 （新規）

○ 洋上風力発電の円滑な導入に向けた環境整備　【新規】 内閣府

　・再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定に当たって東北地方の日本海沿岸部の優先的な選定及び指定基準の柔軟な運用 経産省

　・事業者の選定に係る評価にあたっての漁業との協調や地域経済への波及効果など、地域との共生に係る要素の重視 国交省

２　国内外に誇れる優れた環境資産の保全・創造・活用
○ 海岸漂着物対策に対する財政支援の充実（再掲）
○ 地域環境の保全を考慮した採石法の改正　【一部新規】 内閣官房

　・岩石採取計画の認可基準に、環境に配慮した項目を加えるよう採石法の改正 経産省

　・水循環基本法の基本理念に則った健全な水循環を維持する観点から、関係業法の検証・見直しを行うよう各省庁への働きかけの実施（新規）

１　安心と活力ある地域を創出
○ 地方財政基盤の確立　【一部新規】 総務省

　・地方創生の推進や消費税の増収分を活用した社会保障の充実及び「人づくり革命」をはじめとする財政需要の地方財政

　計画への的確な反映 （新規）

　・地方法人課税の偏在是正措置の効果を地方が実感できる地方財政対策の実施 （新規）

○ 地方創生の深化に向けた財政支援の拡充・税制度の延長　【一部新規】 内閣官房

　・地方創生交付金のより一層の自由度の向上と十分な予算の継続的な確保 （新規） 内閣府

　・地方創生拠点整備交付金の継続及び柔軟な制度への改善

　・企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）制度の継続

○ 放置された大規模建築物対策　【新規】 国交省

　・ホテル・旅館等の放置建築物の除却費用を確保するための供託制度等の創設

２　国内外との交流を拡大する広域交通ネットワークの整備促進
○ 福島～米沢間トンネル整備の早期事業化及び奥羽・羽越新幹線の早期実現　【一部新規】 国交省

　・トンネル整備の早期事業化に向けた、整備新幹線と同等のスキーム創設を含む財政支援の検討 （新規）

　・同トンネル整備の効率的な新幹線整備手法のモデルケースとしての位置づけ、県･ＪＲによる早期整備に向けた検討への参画 （新規）

　・フル規格の奥羽・羽越新幹線の早期実現に向けた整備計画路線への格上げ

○ 高速道路・地域高規格道路等の整備推進 国交省

　・やまがた創生を牽引する縦軸の整備（東北最多の高速道路ミッシングリンクの解消）

　・雨や雪に強く信頼性の高い横軸の整備（地域高規格道路等について、重要物流道路として必要な機能強化等の確実な実施と整備加速）

○ 高速道路等の整備効果を高める施策の推進 国交省

　・高速道路の無料区間におけるＳＡ・ＰＡ機能を有する一体型「道の駅」の高速道路管理者による整備及び「道の駅」の整備・

　リニューアルに対する財政支援の拡充

　・新設ＩＣへの実質的なアクセス道路整備に対する財政支援及び重要物流道路制度における「代替路」「補完路」の整備に

　対する財政支援の拡充

○ 酒田港の機能強化　【一部新規】 国交省

　・酒田港の防波堤の整備の推進

　・クルーズ船等の大型船舶の受入れ拡大に向けた新たな大型岸壁の整備 （新規）

Ⅴ　世界に誇る山形の魅力を発信し国内外の旺盛な活力を引き込む「観光立県山形」の確立

Ⅵ　再生可能エネルギーによる産業振興と地域活性化、国内外に誇れる優れた環境資産の保全・創造・活用

Ⅶ　地域活力と多様な交流を生み出し災害に強い県土基盤の形成
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○ インバウンド推進に向けた地方空港の機能拡充　【新規】 国交省

　・国際チャーター便・定期便の誘致に必要な滑走路2,500m化に対する技術的・財政的支援

　・地方空港のターミナルビルの施設整備など受入れ環境整備への支援の拡充

○ 地方航空ネットワークの維持・拡大に向けた支援の拡充　【一部新規】 国交省

　・羽田＝山形便の運航継続に向けた､羽田発着枠政策コンテストの継続等及び実績等の評価に応じた配分期間の設定 （新規）

　・訪日外国人の誘客等の利用拡大に向けた、地域の創意工夫ある取組みへの支援

３　地域の特性を活かし豊かさを実感できる圏域の形成
○ いきいき雪国やまがたの実現に向けた総合的な雪対策の推進　【一部新規】 総務省

　・「ゲリラ豪雪」にも対応した、豪雪時の情報提供や集中除排雪等のモデル地域での検討・実証、雪に強いまちづくりに向けた 国交省

　財政支援の充実、豪雪地帯に対する過疎地域等の条件不利地域に準じた総合的な財政措置の創設 （新規）

　・地域の実情に応じた多様な地域除排雪の取組みの展開に向けて、全国でのマッチング等による企業・大学等の除雪ボラン

　ティアを効果的に活用できる仕組みの創設等 （新規）

　・雪を観光資源として活用する取組みへの国際観光旅客税の配分等 （新規）

　・快適な雪国生活の実現に向けた雪下ろし・除排雪の自動化等の研究開発から試作・製品化・販路拡大まで一体的に支援する制度の創設

○ 冬期間の安全・安心な交通を確保する風雪対策の強化　【一部新規】 国交省

　・道路除雪等の雪対策経費の支援拡充

　・雪国に適応した舗装や修繕の研究開発の推進 （新規）

○ 移住定住と人材確保が一体となった戦略的な施策展開に対する支援の充実　【新規】 内閣官房

　・特別豪雪地帯における移住定住･人材確保関連施策の優先採択や補助率かさ上げ、雪国暮らしの魅力発信に資する事業 内閣府

　への助成制度の創設及び移住支援金拡充 総務省

　・関係省庁の関連施策の一体化・手続き等の窓口のワンストップ化による効果的な事業展開

　・地方移住の利点を前面に出した政府主導の広報やキャンペーン、国民運動の展開による地方移住の気運醸成

　・移住者を全国統一的に把握し、比較可能な基礎データの基準を定め、各自治体が情報を得ることができる仕組みの構築

４　県民の生活を支える社会資本の整備・機能強化
○ 水道施設の耐震化を促進するための支援の充実 厚労省

　・水道施設耐震化のための生活基盤施設耐震化等交付金の予算確保及び補助率引き上げ等

○ 地域公共交通の維持・確保に向けた取組みへの支援 国交省

　・バスや鉄道など地域公共交通の維持確保に関する財政支援に係る予算確保等

　・自動運転サービスの社会実装の早期実現に向けた課題解決のための分析・実証実験の継続

１　東北観光等の復興・創生の加速化
○ 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした交流事業等への支援の充実 内閣官房

　・ホストタウン登録自治体が実施する海外との交流活動に対する財政措置の拡充 国交省

　・事前キャンプ誘致に向けた東北のキャンプ地情報の発信等

　・東北地方の産品の積極的な活用

２　原子力災害への対策と支援の強化
○  東日本大震災に伴う広域避難者に対する支援の継続 復興庁

　・避難者の経済的負担の軽減（保育料減免、就学支援、高速道路無料措置等）の継続 文科省

　・受入支援に取り組む地方自治体の多大な財政負担への財政支援の継続 厚労省

国交省

Ⅷ　東北全体の復興・創生を見据えた施策の展開
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